
○神奈川県警察遺失物取扱規程 

(平成19年12月7日神奈川県警察本部訓令第23号) 

 

神奈川県警察遺失物取扱規程を次のように定める。 

 神奈川県警察遺失物取扱規程 

(趣旨) 

第1条 この訓令は、遺失物法(平成18年法律第73号。以下「法」という。)、遺失物法

施行令(平成19年政令第21号)、遺失物法施行規則(平成19年国家公安委員会規則第6

号。以下「規則」という。)その他法令に定めるもののほか、神奈川県警察における遺

失物の取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。 

(用語の意義) 

第2条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定めるところに

よる。 

(1) 職員 神奈川県警察に勤務する職員をいう。 

(2) 交番等 交番、駐在所及び警備派出所並びに本部施設をいう。 

(3) 本部施設 警察本部の施設のうち、交番に準じて遺失物の取扱いを行う必要があ

るものをいう。 

(4) 取扱指定所属 本部施設において、遺失物の取扱いを行う所属をいう。 

(5) 指定管轄警察署 本部施設の所在地を管轄する警察署をいう。 

(遺失物取扱いの基本) 

第3条 遺失物の取扱いに当たっては、遺失者の立場に立ち、早期に返還することを主眼

とした法の趣旨を踏まえ、かつ、拾得者の権利保護に配意した適正な取扱いに努めな

ければならない。 

2 職員は、法第4条第1項又は法第13条第1項の規定による提出(第33条及び第39条

を除き、以下「提出」という。)又は遺失者から物を遺失した旨の届出(以下「遺失届」

という。)があったときは、管轄区域のいかんにかかわらず、これを取り扱わなければ

ならない。 

(本部施設における取扱い) 

第4条 本部施設における遺失物の取扱いは、別表に掲げる区分に従い、取扱指定所属の

職員が指定管轄警察署の警察署長(以下「署長」という。)の指揮監督を受けて行う。 

(物件の提出を受ける窓口) 

第5条 提出は、警察署又は交番等において受けるものとする。 

(物件の提出を受けたときの措置) 

第6条 職員は、提出を受けた物件（以下「提出物件」という。）に係る法第7条第１項

各号に掲げる事項その他必要な事項を直ちに神奈川県警察遺失物管理システム（以下



「システム」という。）に登録し、提出物件に係る受理番号を取得しなければならな

い。この場合において、拾得物件控書（第1号様式。以下「控書」という。）及び拾

得物件預り書（第2号様式。以下「預り書」という。）を作成するものとする。 

2 前項の規定にかかわらず、直ちにシステムに登録できない事情があるときは、職員

は、提出物件に係る法第7条第1項各号に掲げる事項その他必要な事項を署長に報告す

るとともに、提出物件に係る受理番号を照会するものとする。 

3 職員は、現金(他の物件に在中しているものを含む。以下同じ。)の提出を受けたとき

(警察署において、執務時間中に提出を受けたときを除く。)は、提出をした拾得者又は

施設占有者の面前で、現金収納袋(第3号様式)に現金を収納し、現金収納袋に封をしな

ければならない。 

4 職員は、交番等において提出を受けたときは、速やかに提出物件を控書と共に、警察

署に送付しなければならない。 

5 前項の規定にかかわらず、提出物件を速やかに警察署に送付することができない特別

な事情があるときは、職員は、署長の指揮を受けて、提出物件を適切に保管するため

の必要な措置をとるものとする。 

(施設において拾得された物件の取扱い) 

第7条 署長は、施設において物件(埋蔵物を除く。)の拾得をした拾得者(当該施設の施

設占有者を除く。)が、警察署又は交番等に物件を持参した場合において、施設の施設

占有者の同意が得られたときは、施設占有者から法第13条第1項の規定に基づく提出

があったものとして取り扱うものとする。 

2 前項の規定により提出を受けたときは、物件の種類及び特徴並びに拾得の日時及び場

所を同項の同意をした施設占有者に通知するものとする。 

3 署長は、施設占有者から提出を受け、控書及び預り書を作成するときは、拾得者ごと

に取り扱わなければならない。ただし、施設占有者が自ら拾得した物件については一

括して記載し、処理することができる。 

(拾得物件一覧簿等の記載) 

第8条 署長は、第6条第1項の規定による登録があったときは、規則第4条第1項の規

定による拾得物件一覧簿の記載はシステムにより処理するものとする。 

2 署長は、第６条第２項の規定による報告を受けたときは、手書きにより拾得物件一覧

簿を記載するものとする。 

3 署長は、法第17条の規定による届出を受理したときは、規則第4条第2項の規定によ

る特例施設占有者保管物件一覧簿をシステムにより処理するものとする。 

(遺失届を受理する窓口) 

第9条 遺失届は、警察署又は交番等において受けるものとする。 

(遺失届を受理したときの措置) 



第10条 職員は、遺失届を受けた場合において遺失届出書(第4号様式)により受理をす

るときは、遺失届に係る規則第5条第2項第2号及び第3号に掲げる事項を直ちにシス

テムに登録し、遺失届に係る受理番号を取得しなければならない。 

2 前項の規定にかかわらず、直ちにシステムに登録できない事情があるときは、職員

は、遺失届に係る規則第５条第２項第２号及び第３号に掲げる事項を署長に報告する

とともに、遺失届に係る受理番号を照会するものとする。 

3 職員は、交番等において遺失届を受けたときは、遺失届出書を速やかに警察署に送付

しなければならない。 

(特異な物件に係る遺失届の受理をしたときの措置) 

第11条 署長は、爆発物、銃砲、刀剣類、火薬類その他の物件であって早期に発見しな

ければ地域住民に危険を及ぼし、又は犯罪に使用されるおそれがある物件に係る遺失

届を受けたときは、手配その他危険防止に必要な措置をとるものとする。 

(遺失届一覧簿の記載) 

第12条 署長は、第10条第1項の規定による登録があったときは、システムにより遺失

届一覧簿(第5号様式)を処理する。 

2 署長は、第10条第２項の規定による報告を受けたときは、手書きにより遺失届一覧簿

を記載するものとする。 

(遺失届一覧簿の確認等) 

第13条 職員は、第6条第2項の規定による報告をするときは、提出物件について、遺

失届一覧簿における該当する遺失届に係る記載の有無を照会するものとする。 

2 署長は、前項の規定による照会を受けたときは、規則第６条第１項の規定による確認

を行うものとする。 

3 署長は、前項の規定による確認の結果、提出物件又は保管物件に係る遺失届がなされ

ていたことが判明したときは、提出物件又は保管物件に係る保管物件届出書の内容と

遺失届出書の内容とを照合するものとする。 

(システムによる遺失届の有無の確認等) 

第14条 職員は、第６条第２項の規定による措置をしたとき又は法第17条の規定による

届出を受理したときは、速やかにシステムに必要な事項を登録し、遺失届の有無を確

認するものとする。 

2 法第8条第1項(法第13条第2項及び法第18条において準用する場合を含む。)の規

定による通報及び規則第6条第2項の規定による照会、規則第10条第1項の規定によ

る報告並びに同条第2項の規定による通報は、システムにより行うものとする。 

3 署長は、規則第6条第2項の規定による照会の結果、提出物件又は保管物件に係る遺

失届が他の署長(他の都道府県警察の署長を含む。以下同じ。)になされていたことが判

明したときは、当該遺失届の内容を確認するものとする。 

(拾得物件一覧簿の確認等) 



第15条 職員は、第10条第2項の規定による報告をするときは、併せて遺失届に係る物

件について、拾得物件一覧簿及び特例施設占有者保管物件一覧簿における該当する提

出物件又は保管物件に係る記載の有無を照会するものとする。 

2 署長は、前項の規定による照会を受けたときは、規則第７条第１項の規定による確認

を行うものとする。 

3 署長は、前項の規定による確認の結果、遺失届に係る物件について、提出又は法第17

条の規定による届出がなされていたことが判明したときは、遺失届出書の内容と提出

物件又は届出に係る保管物件届出書の内容とを照合するものとする。 

(システムによる提出物件の有無の確認等) 

第16条 職員は、第10条第２項の措置をしたときは、速やかにシステムに必要な事項を

登録し、提出物件の有無を確認するものとする。 

2 規則第7条第2項の規定による照会並びに規則第8条第1項の規定による報告及び同

条第2項の規定による通報は、システムにより行うものとする。 

3 署長は、規則第7条第2項の規定による照会の結果、遺失届に係る物件の提出又は保

管物件についての届出が他の署長になされていたことが判明したときは、当該署長に

通知するものとする。この場合において、当該署長が神奈川県警察の署長であるとき

は、当該署長がシステムにより当該遺失届の内容を確認するものとする。 

(システムの運用管理) 

第17条 システムの運用管理に関し必要な事項は、別に定める。 

(提出物件の保管) 

第18条 職員は、提出物件に拾得物件整理票(第6号様式)を付けるとともに、提出物件

の亡失、滅失又は毀損を防止するため、確実に施錠できる保管庫へ保管し、その他の

必要な措置をとるものとする。 

2 前項の規定にかかわらず、署長は、現金、有価証券（印紙税法（昭和42年法律第23

号）上の有価証券をいう。）、金券その他規則第11条第3号から第6号に掲げる物

件、法第35条第2号から第5号までに掲げるものに該当する物件その他遺失者の権利

の保護の観点から特に慎重な取扱いを要する物件(以下「慎重な取扱いを要する物件」

という。)については、確実に施錠でき、かつ、他の種類の物件と区分された専用の保

管庫に保管するとともに、これらを保管庫から出し入れするときは、原則として、複

数の職員により行い、やむを得ず単独で行う場合は貴重品等出入簿（第７号様式）へ

の記載をするものとする。ただし、交番等において提出を受けた後、第６条第４項の

規定による送付を行うまでの間における提出物件の保管の場合は、貴重品等出入簿へ

の記載は要しないものとする。 

3 第1項の場合において、交番等で自転車等その形状等から保管庫に保管することが困

難なものであるときは、当該物件を鎖でつないでおく方法その他の確実な方法で保管

するものとする。 



4 前項の規定にかかわらず、提出物件が交番等において保管することが適当でない物件

であると認められる場合は、職員は、署長の指揮を受け、必要な措置をとるものとす

る。 

5 署長は、遺失者に返還をするため又は法第32条及び民法第240条若しくは第241条の

規定により所有権を取得した者(以下「権利取得者」という。)に引き渡すため、別に定

める額の現金を手元保管金として置くことができる。 

6 署長は、手元保管金を除いた現金及び法第９条第４項に規定する売却代金の残額（以

下「残額」という。）の合計額が別に定める額に達したときは、速やかに、神奈川県

指定金融機関、神奈川県指定代理金融機関又は神奈川県収納代理金融機関（以下「指

定金融機関等」という。）に預金払込回議書（第８号様式）により当座預金として預

託しなければならない。 

7 署長は、第５項の手元保管金に不足があるときは、預託した現金を預金払出回議書(第

9号様式)により払い出し、手元に保管することができる。 

8 署長は、第６項に規定する預託又は前項に規定する払出しの必要がない場合にあって

も、毎月１回以上預託又は払出しの手続きを行うものとする。 

(提出物件の保管委託) 

第19条 署長は、提出物件の形状、性質等から、警察署の施設では保管が困難であると

認めたものは、その保管に適する施設を有する者に保管を委託することができる。 

2 署長は、施設占有者が拾得者から交付を受け、又は自ら拾得した物件について、当該

施設占有者に保管を委託することができる。ただし、慎重な取扱いを要する物件につ

いては、この限りでない。 

3 署長は、前項の規定により提出物件の保管を委託するときは、あらかじめその内容、

方法等について警察本部長(以下「本部長」という。総務部会計課長経由)に承認を得る

ものとする。 

(提出物件の売却) 

第20条 署長は、法第9条の規定による売却を警察署において行うものとする。 

2 署長は、提出物件の売却を、所有権を取得する権利を有する者に対して拾得物件売却

通知書(第10号様式)により通知を行った後、物件売却書(第11号様式)により行うもの

とする。 

3 前項の規定にかかわらず、速やかに売却する必要がある場合その他やむを得ない事情

がある場合は、口頭により通知を行うことができる。この場合において、口頭により

通知を行ったときは、その経緯を控書の備考欄に記載するものとする。 

(提出物件の処分) 

第21条 署長は、法第10条の規定による処分を警察署において行うものとする。ただ

し、提出物件が、滅失し、又は毀損するおそれがある場合であって、法第9条第1項の



規定により売却することができない物件であると明らかに認められるときは、交番等

においてこれを廃棄することができる。 

2 署長は、提出物件の処分を、所有権を取得する権利を有する者に対して拾得物件処分

通知書(第12号様式)により規則第14条の規定による通知(次項において「通知」とい

う。)を行った後、物件処分書(第13号様式)により行うものとする。 

3 前項の規定にかかわらず、第1項ただし書の規定により物件を廃棄する場合その他や

むを得ない事情がある場合は、口頭により通知を行うことができる。この場合におい

て、口頭により通知を行ったときは、その経緯を控書の備考欄に記載するものとす

る。 

(提出物件の返還を行う場合の通知) 

第22条 署長は、提出物件又は法第17条後段の規定により保管する物件の中に遺失者の

手掛かりとなるものがあるときは、遺失者と思われる者に遺失物件確認通知書(第14号

様式)により通知を行い、当該物件の確認を求めるものとする。 

2 前項の規定にかかわらず、物件を速やかに返還する必要がある場合その他やむを得な

い事情がある場合は、口頭により通知を行うことができる。この場合において、口頭

により通知を行ったときは、その経緯を控書の備考欄に記載するものとする。 

(提出物件の返還) 

第23条 署長は、提出物件の返還を警察署において行うものとする。ただし、交番等に

おいて提出を受けた後、第6条第4項の規定による送付を行うまでの間に遺失者が判明

し、返還の求めがあった場合は、この限りでない。 

2 提出物件の返還は、受領書(第15号様式)と引き換えに行うものとする。 

3 署長は、拾得者の氏名又は名称及び住所又は所在地（以下「氏名等」という。）を告

知してほしい旨の遺失者の求めに応じ、拾得者の同意があるときは、告知することが

できる。 

4 署長は、法第27条第1項に規定する費用(以下「費用」という。)又は法第28条第1

項及び第2項に規定する報労金(以下「報労金」という。)を請求する権利(以下「費用

等請求権」という。)がある提出物件の返還をするときは、遺失者に前項に規定する告

知を求めるか否かを確認した上で、遺失者に対して報労金等支払関係通知書(第16号様

式)により費用及び報労金を償還する義務がある旨を通知するものとする。 

5 署長は、費用等請求権がない提出物件の返還をするときは、遺失者に第3項に規定す

る告知を求めるか否かを確認した上で、遺失者の求めがある場合は、拾得者通知書(第

17号様式)により通知するものとする。 

6 署長は、第4項の規定による通知及び前項の規定による通知(以下この項において「通

知」という。)を口頭により行うことができる。この場合において、口頭により通知を

行ったときは、その経緯を控書の備考欄に記載するものとする。 



7 署長は、自己の氏名等の告知について同意をした拾得者の求めに応じ、遺失者の氏名

等を告知することができる。 

8 署長は、遺失者に費用等請求権がある提出物件の返還をしたときは、物件の提出をし

た拾得者又は施設占有者に規則第18条第2項の規定による通知(次項において「通知」

という。)を拾得物件返還通知書(第18号様式)により行うものとする。 

9 前項の規定にかかわらず、物件の提出をした拾得者又は施設占有者が所在しており、

その面前で通知を行うことができる場合又は提出物件を返還するときに物件の提出を

した拾得者若しくは施設占有者に電話その他の口頭による直接の通知を行うことがで

きる場合は、口頭により通知することができる。この場合において、口頭により通知

を行ったときは、その経緯を控書の備考欄に記載するものとする。 

10 署長は、遠隔地等に居住するなど来署することが困難であると認められる遺失者から

提出物件の返還を求められたときは、遺失物件保管通知書(第19号様式)により送付に

係る手続について通知を行い、物件送付依頼書(第20号様式)を徴した上で、これに記

載された方法により送付することができる。 

11 前項の規定にかかわらず、提出物件に身分証明書その他の遺失者を特定することがで

きる物があり、遺失者の本人確認を確実に行うことができる場合に限り、口頭による

手続により送付することができる。この場合において、送付を行ったときは、その経

緯を控書の備考欄に記載するものとする。 

(提出物件の引渡しを行う場合の通知) 

第24条 署長は、規則第18条第4項の規定による通知(次項において「通知」という。)

を、権利取得者には所有権取得通知書(第21号様式)により、物件の所有権を取得する

権利を有さない拾得者又は施設占有者(費用を請求する権利を有する拾得者又は施設占

有者に限る。)には費用請求権通知書(第22号様式)により、それぞれ行うものとする。

ただし、提出物件について預り書を交付している場合は、この限りでない。 

(提出物件の引渡し) 

第25条 署長は、提出物件の引渡しを警察署において行う。 

2 提出物件の引渡しは、受領書と引換えに行うものとする。 

3 前項の規定にかかわらず、預り書の受領確認欄に住所若しくは所在地を記載し、並び

に氏名若しくは名称を記載し及び押印し、又は署名させることにより受領書に代える

ことができる。 

4 第23条第10項及び第11項の規定は、送付による引渡しの手続について準用する。こ

の場合において、これらの規定中「遺失者」を「権利取得者」と、同条第10項中「遺

失物件保管通知書(第19号様式)」を「拾得物件保管通知書(第23号様式)」と読み替え

るものとする。 

(保管費等の請求) 



第26条 署長は、提出物件の保管その他の処理に要した費用があるときは、当該物件の

返還又は引渡しを受ける者に対し、請求書により請求し、その費用等の受領と引換え

に当該物件の返還又は引渡しを行うものとする。 

(現金の返還及び引渡し) 

第27条 署長は、保管する現金を遺失者に返還又は権利取得者に引渡しを行うときは、

手元保管金から払い出すものとする。ただし、手元保管金の運用に支障を生じるとき

は、小切手を振り出して払い出すことができる。 

(県及び国に帰属した提出物件の処理) 

第28条 署長は、法第37条第1項第1号の規定により県に帰属したものは、神奈川県財

務規則(昭和29年神奈川県規則第5号。以下「財務規則」という。)に規定する所長に

通知しなければならない。ただし、総務部会計課長が別に定める物品にあっては、財

務規則に規定する課長に通知するものとする。 

2 前項の通知は、現金にあっては保管金県帰属調書(第24号様式)により、物品にあって

は保管物品県帰属調書(第25号様式)により四半期ごとに行うものとする。ただし、保

管上の事由により必要と認めたときは、この限りでない。 

3 所長は、通知された物品の管理及び処分事務を行うものとし、当該物品の出納及び保

管は財務規則に規定する出納員が行うものとする。 

4 所長は、前項の規定する事務を、財務規則に規定する物品管理者に専決させるものと

する。 

5 法第35条第1号に規定する提出物件で、法第37条第1項第1号の規定により国に帰

属するものは、当該物件の所有又は所持の取締りに関する事務を所掌する国の行政機

関に引き渡さなければならない。 

(期満失効による収入手続) 

第29条 前条第1項の通知を受けた所長は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に

掲げる期日までに、財務規則の定めるところにより収入手続を行わなければならな

い。 

(1) 前条第２項に規定する保管金県帰属調書による通知 通知を受けた月の月末まで 

(2) 前条第２項に規定する保管物品県帰属調書による通知 通知を受けた月の翌月末

日まで 

(3) 前条第２項ただし書の規定による通知 その都度速やかに 

(個人情報関連物件の廃棄) 

第30条 署長は、提出物件のうち個人情報関連物件(法第35条第2号から第5号までに

掲げる物件をいう。)について、すべての遺失者がその有する権利を放棄し、又は公告

をした後3か月以内に遺失者が判明しなかったときは、個人情報関連物件廃棄調書(第

26号様式)により、廃棄を行うものとする。 

(預り書の再交付) 



第31条 署長は、拾得者又は施設占有者から預り書の再交付の申請があったときは、そ

の事由を調査しなければならない。 

2 前項の規定による調査をした結果、再交付の必要があると認めたときは、再交付預り

書(第27号様式)を交付するものとする。 

3 署長は、再交付預り書を交付したときは、控書の備考欄にその旨を記載するものとす

る。 

(犯罪の犯人が占有していたと認められる物件の取扱い) 

第32条 職員は、犯罪の犯人が占有していたと認められる物件の提出を受けたときは、

署長の指揮を受けて処理しなければならない。 

2 署長は、前項の物件が公告をする前に刑事訴訟法(昭和23年法律第131号)の定めによ

り押収されたときは、法第7条第1項の規定にかかわらず公告をしないことができる。 

(埋蔵文化財の取扱い) 

第33条 署長は、埋蔵物発見届出書により文化財保護法(昭和25年法律第214号)第2条

に規定する文化財と認められる埋蔵物の提出(法第4条第1項又は法第13条第1項の規

定による提出をいう。)を受けたときは、直ちに埋蔵物が発見された土地を管轄する都

道府県の教育委員会に埋蔵物提出書(第28号様式)を提出するものとする。 

2 前項の場合において、埋蔵物が発見された土地が地方自治法(昭和22年法律第67号)

第252条の19第1項に規定する指定都市又は同法第252条の22第1項に規定する中核

市に属するときは、指定都市又は中核市の教育委員会に提出しなければならない。 

(提出物件の出納) 

第34条 署長は、保管金・保管物品出納簿(第29号様式)を備え付け、提出物件の出納を

明らかにしておかなければならない。ただし、当月分については保管金・保管物品日

計表(第30号様式)を備え付けることにより保管金・保管物品出納簿に代えることがで

きる。 

(例月突合) 

第35条 署長は、毎月末の保管金現在高を確認するため、保管金・保管物品出納簿と手

元現金及び当座預金利用明細表等とを突合しなければならない。この場合において、

小切手支払未済金が発生しているときは、小切手支払未済額調書(第31号様式)を作成

するものとする。 

(年度末報告) 

第36条 署長は、毎年３月分の当座預金利用明細表又は当座勘定照合表（以下「当座預

金利用明細表等」という。）の写し及び必要に応じ小切手支払未済額調書を添付した

保管金・保管物品出納計算書(第32号様式)により3月31日現在の出納の状況を本部長

(総務部会計課長経由)に報告しなければならない。 

2 前項の報告は、毎年4月30日までに行うものとする。 

(控書等の保存) 



第37条 署長は、控書及び遺失届出書を保存するときは、会計年度ごとの受理番号順に

整理し、完結した控書にあっては、処理区分ごとに保存するものとする。 

(事故等の報告) 

第38条 署長は、社会的反響が大きいと認められる物件の提出を受けたとき又は提出物

件について亡失等の事故が発生したときは、直ちに事故等の内容を本部長(総務部会計

課長経由)に報告しなければならない。 

(事務の引継ぎ) 

第39条 署長は、人事異動その他の事由により交替するときは、引継書(第33号様式)に

交替日の直近に発行された当座預金利用明細表等及び必要に応じ小切手支払未済額調

書を添え、これにより事務の引継ぎをしなければならない。 

2 前項の規定により引継ぎを受けた後任の署長は、引継書等の内容を確認した後、引継

書等の写しを本部長(総務部会計課長経由)に送付しなければならない。 

(検査) 

第40条 本部長は、必要があると認めたときは、提出物件の取扱いについて検査をする

ものとする。 

(施設占有者に対する指導) 

第41条 署長は、施設占有者に対して、法で定める拾得者及び遺失者の権利の保護及び

利便の向上を図るための措置が確実に行われるよう必要な指導及び助言を行うものと

する。 

(特例施設占有者の指定等) 

第42条 特例施設占有者の指定等に係る事務取扱に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

1 この訓令は、平成19年12月10日から施行する。 

2 神奈川県警察遺失物取扱規程(平成2年神奈川県警察本部訓令第17号)は、廃止する。 

附 則(平成21年3月2日神奈川県警察本部訓令第4号) 

この訓令は、平成21年3月31日から施行する。 

附 則(平成21年3月30日神奈川県警察本部訓令第7号) 

1 この訓令は、平成21年4月1日から施行する。 

2 改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使用する

ことができる。 

附 則(平成22年8月20日神奈川県警察本部訓令第16号) 

この訓令は、公布の日から施行する。 



附 則(平成27年3月27日神奈川県警察本部訓令第10号) 

この訓令は、平成27年4月1日から施行する。 

附 則(平成30年3月30日神奈川県警察本部訓令第8号) 

この訓令は、平成30年4月1日から施行する。 

附 則(平成30年4月27日神奈川県警察本部訓令第10号) 

この訓令は、平成30年5月6日から施行する。 

附 則(令和元年6月17日神奈川県警察本部訓令第9号) 

1 この訓令は、令和元年7月1日から施行する。 

2 改正前の様式に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使用する

ことができる。 

附 則(令和2年3月27日神奈川県警察本部訓令第8号) 

この訓令は、令和2年4月1日から施行する。 

附 則(令和2年11月17日神奈川県警察本部訓令第21号) 

この訓令は、令和2年12月1日から施行する。 

 

  附 則(令和3年3月26日神奈川県警察本部訓令第8号) 

 

この訓令は、令和3年4月28日から施行する。 

 

 

 

 

 

別表(第4条関係) 

本部施設 取扱指定所属 指定管轄

警察署 

警察本部庁舎 総務部施設課 加賀町警

察署 

中村町分庁舎 神奈川県警察自動車警ら隊(以下

「自動車警ら隊」という。) 

南警察署 

運転免許センター庁舎 交通部運転免許本部運転免許課 旭警察署 



自動車警ら隊 自動車警ら隊 神奈川警

察署 西神奈川分駐所庁舎 

神奈川県警察鉄道警察隊(以下「鉄道警察

隊」という。) 

鉄道警察隊 戸部警察

署 

隊本部庁舎 

同 同 港北警察

署 新横浜分駐所庁舎 

同 同 川崎警察

署 川崎分駐所庁舎 

同 同 小田原警

察署 小田原分駐所庁舎 

同 同 海老名警

察署 海老名分駐所庁舎   

神奈川県警察第一交通機動隊(以下「第一

交通機動隊」という。) 

第一交通機動隊 南警察署 

隊本部庁舎 

同 同 横須賀警

察署 横須賀分駐所庁舎 

神奈川県警察第二交通機動隊(以下「第二

交通機動隊」という。) 

第二交通機動隊 厚木警察

署 

隊本部庁舎 

同 同 茅ケ崎警

察署 茅ケ崎分駐所庁舎 

同 同 小田原警

察署 小田原分駐所庁舎 

同 同 相模原南

警察署 相模原分駐所庁舎 

神奈川県警察高速道路交通警察隊(以下

「高速道路交通警察隊」という。) 

高速道路交通警察隊 宮前警察

署 

隊本部庁舎 

同 同 厚木警察

署 厚木分駐所庁舎 

同 同 都筑警察

署 港北分駐所庁舎 

同 同 金沢警察

署 朝比奈分駐所庁舎 

同 同 鶴見警察

署 大黒分駐所庁舎 



同 同  厚木警察

署  さがみ分駐所庁舎 

同 同 戸部警察

署 みなとみらい分駐所庁舎 

 



第１号様式（第６条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

拾 得 物 件 控 書 

 
署 長 副署長 担当次長 課 長 課 員  指導責任者  登録（照合） 遺留品照会 

      受
理
時 

 会
計
課 

     年     月     日 確認 
    年     月     日 確認 
    年     月     日 確認 



第２号様式（第６条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

拾 得 物 件 預 り 書 

 
 注  この預り書は、あなたが上記の物件について所有権を取得し、その物件を受け取る場合、受領確認欄に住所若しくは所在地を記載

し、並びに氏名若しくは名称を記載し及び押印し、又は署名して警察署長に提出することにより受領書に代えることとなるものですから、

大切に保管してください。 

 



                                   

落とし物を届けていただいた方へ    

 １  報労金を受け取る権利を有している拾得者は、物件価格の５％から 20％の範囲内で遺失者から

報労金を受け取ることができます。ただし、駅、デパート等の占有者のある施設で拾得した場合

は、拾得者と施設占有者が報労金を折半することとなります。 

２ 所有権を取得する権利を有している拾得者は、公告後３か月以内に遺失者が判明しないときは

預り書の左下「拾得者の物件引取期間」欄の上段の日付から所有権を取得し、下段の日付の翌

日に所有権を喪失します。この場合に、当該物件について物件の提出、交付及び保管に要した費

用があるときは、その費用を償還する義務があります。（受取りの際は、次の「拾得物を受け取

る方へ」をよくお読みください。） 

 ３ 拾得物件を提出した際に、遺失者に対してあなたの住所、氏名等を告知することに同意されて

いるときは、遺失者からあなたの住所、氏名等を告知してほしいとの求めがあったときに告知し

ます。 

 ４ 拾得物件預り書は、警察署長が拾得物件を預ったという証明になりますので大切に保管してお

いてください。もし、なくした場合は、すぐに物件を提出した警察署の会計課に連絡してくださ

い。また、住所を変更した場合も同様です。 

 ５ その他、分からないことがありましたら、取扱警察署の会計課にお問い合わせください。 

  

拾得物を受け取る方へ  

 １ 受付時間      月曜日から金曜日（祝日、振替休日及び年末年始の休日を除く。） 

          午前８時 30 分から午後５時 15 分まで 

 

 ２ 受付窓口   取扱警察署の会計課 

 

 ※ 御本人が受け取る場合は、次のものを持参してください。 

  ○ 拾得物件預り書 

   ○ 住所、氏名等を確認できる身分証明書、運転免許証等 

  ○ 印鑑 

 ※ 代理人が受け取る場合は、次のものを持参してください。 

  ○ 拾得物件預り書 

  ○ 委任状（この「お知らせ」の次の委任状欄を使用することもできます。） 

  ○ 代理人の住所、氏名等を確認できる身分証明書、運転免許証等 

  ○ 代理人の印鑑 

                                      取扱警察署   
 
 

委 任 状 
 
    私は、        を代理人と定め、この拾得物件預り書に記載された物件の受取り 

 を委任します。 

                              （拾得者） 

          年  月  日     住所                         

                                氏名                        ○印  

 

 
 



第３号様式（第６条関係）（表）  

 



 



第４号様式（第10条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

遺 失 届 出 書 

 
署   長 副 署 長 担当次長 課    長 課 員  指導責任者 

      

登 録 ( 照 合 ) 
受

理

時 

 会

計

課 

 

 
備考 １ 太枠内のみ記載してください。 

   ２ 個人情報の照会に係る同意の有無欄は、あなたからの遺失の届出の有無を民間会社、行政機関等から照会を受けた場合に回答してもよ 

    いかの同意を確認するものですので、該当する□内にレ印を記入してください。 



 

 

 

第５号様式（第12条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４横長型） 

遺 失 届 一 覧 簿                      

受理番号 受 理 日 物件の種類及び特徴 遺 失 日 時 遺 失 場 所 取 扱 交番 名       
及び取扱者名 備       考 

   年  月  日 
午前・後 時 分から 

年  月  日 
午前・後 時 分まで 

 交番 
駐在所 
その他 

取扱者 

遺
失
者 

住所 

    氏名 
電話 

電子
届出 

   年  月  日 
午前・後 時 分から 

年  月  日 
午前・後 時 分まで 

 交番 
駐在所 
その他 

取扱者 

遺
失
者 

住所 

    氏名 
電話 

電子
届出 

   年  月  日 
午前・後 時 分から 

年  月  日 
午前・後 時 分まで 

 交番 
駐在所 
その他 

取扱者 

遺
失
者 

住所 

    氏名 
電話 

電子
届出 

   年  月  日 
午前・後 時 分から 

年  月  日 
午前・後 時 分まで 

 交番 
駐在所 
その他 

取扱者 

遺
失
者 

住所 

    氏名 
電話 

電子
届出 

   年  月  日 
午前・後 時 分から 

年  月  日 
午前・後 時 分まで 

 交番 
駐在所 
その他 

取扱者 

遺
失
者 

住所 

    氏名 
電話 

電子
届出 

   年  月  日 
午前・後 時 分から 

年  月  日 
午前・後 時 分まで 

 交番 
駐在所 
その他 

取扱者 

遺
失
者 

住所 

    氏名 
電話 

電子
届出 

   年  月  日 
午前・後 時 分から 

年  月  日 
午前・後 時 分まで 

 交番 
駐在所 
その他 

取扱者 

遺
失
者 

住所 

    氏名 
電話 

電子
届出 

   年  月  日 
午前・後 時 分から 

年  月  日 
午前・後 時 分まで 

 交番 
駐在所 
その他 

取扱者 

遺
失
者 

住所 

    氏名 
電話 

電子
届出 

   年  月  日 
午前・後 時 分から 

年  月  日 
午前・後 時 分まで 

 交番 
駐在所 
その他 

取扱者 

遺
失
者 

住所 

    氏名 
電話 

電子
届出 

   年  月  日 
午前・後 時 分から 

年  月  日 
午前・後 時 分まで 

 交番 
駐在所 
その他 

取扱者 

遺
失
者 

住所 

    氏名 
電話 

電子
届出 

 



 

 

 

  

 

拾 得 物 件 整 理 票              

受 理 番 号 

 占 有 番 号          

  

受 理 年 月 日  

拾 得 者 名  

権 利 の 有 無 

 現 金 の 有 無 

  

期 満 失 効 日  

遺 失 者 名  

 備考 １ 占有番号欄には、施設占有者の整理番号又は受理番号の枝番を記入すること。 

    ２ 用紙の規格は、拾得物件の大きさに合わせた適宜な大きさとする。 



 

 

 
第７号様式（第18条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 
貴 重 品 等 出 入 簿                

保 管 場 所 受理番号 出 扱 者 戻 扱 者 確認者 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 



 

 

 
第８号様式（第18条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 
  第      号   預 金 払 込 回 議 書                

担当次長 課 長    課    員 発 議 年  月  日 

     決 裁 年  月  日 

     払 込 年  月  日 

 次の金額を預金してよろしいか。 

 

 

 

 ￥ 

銀行    支店  

 

預金        

 

 

 ただし、拾得保管金（売却代金及び県帰属後の換金を含む。）として 

預託対象金額 今回保管現金 預  金 

   

   

   

今回預金金額  

  記念硬貨等以外で現金保管するもの 

金額 円 理由  

 



 

 

 
第９号様式（第18条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 
  第      号   預 金 払 出 回 議 書                

担当次長 課 長    課    員 発 議 年  月  日 

     決 裁 年  月  日 

     払 出 年  月  日 

 次の金額を払い出してよろしいか。 

 

 

 

 ￥ 

銀行    支店  

 

預金        

 

 

 

手元保管金限度額 現在手元保管金 払出金額 

   

   

   

今回払出金額  

 



 

 

 

第10号様式（第20条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

拾 得 物 件 売 却 通 知 書                

 

年  月  日   

（受理番号第    号）  

 

         様 

 

神奈川県   警察署長   

 

      年  月  日にあなたから提出（交付）のあった拾得物件 

 

は、現品のままで保管することが困難ですので、遺失物法第９条第１項（第２項）の規

定により売却し、その代金を拾得物件として保管することとなりましたので通知いたし

ます。 

  なお、売却代金については、  年  月  日までに遺失者が判明しなかったとき

は、あなたのものになります。 

 

 

 

                                         

様   

―お 知 ら せ― 

◆ 取扱時間 午前８時30分から午後５時15分まで 

       なお、土曜日、日曜日、祝日、振替休日

及び年末年始の休日（12月29日から１月３

日まで）は、取り扱っておりません。 

                        取扱警察署 

                         〒 

 

                         神奈川県   警察署会計課 

                         電話 



 

 

 

第11号様式（第20条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 
物   件   売   却   書 

起案   年  月  日   
決裁   年  月  日   

署 長 副 署 長 担当次長 課 長 課     員 

     

 次の拾得物件について、売却をしてよろしいか。 売却書番号  
受理番号  受理年月日     年  月  日 

物

 

 

件 

種   類 特徴等（形状・模様・品質等） 

  

拾得年月日     年  月  日 
拾 得 場 所  

拾 得 者 の 

住所・氏名等 

住所又は所在地 

 

氏名又は名称        電話番号その他の連絡先 

売

却

理

由 

□ 当該物件が滅失し、又は毀損するおそれがある（法第９条第１項関係） 

□ 当該物件の保管に過大な費用又は手数を要する（法第９条第１項関係） 

□ 当該物件が政令で定める物に該当する（法第９条第２項関係） 

  （具体的理由                          ） 
売却年月日     年  月  日 
売却の方法  
売却の経過  

売 却 の 

相 手 方 の 

住所・氏名 

住所又は所在地 

 

氏名又は名称        電話番号その他の連絡先 

売却代金等 
の 額  

階級等・氏名  

検

 

印 

署 長 副 署 長 担当次長 課 長 課     員 

     

備
考  

 備考 売却理由欄は、該当する□内にレ印を記入すること。 



 

 

 
第12号様式（第21条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

拾 得 物 件 処 分 通 知 書                

 

年  月  日   

（受理番号第    号）  

 

         様 

 

神奈川県   警察署長   

 

      年  月  日にあなたから提出（交付）のあった拾得物件 

 

は、現品のままで保管することが困難ですので、遺失物法第10条の規定により処分する

ことになりました。 

  なお、この物件の受取りを希望されるときは、    年  月  日までに、連絡

してください。 

 

 

 

                                         

様   

―お 知 ら せ― 

◆ 取扱時間 午前８時30分から午後５時15分まで 

       なお、土曜日、日曜日、祝日、振替休日

及び年末年始の休日（12月29日から１月３

日まで）は、取り扱っておりません。 

                        取扱警察署 

                         〒 

 

                         神奈川県   警察署会計課 

                         電話 



 

 

 

第13号様式（第21条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 
物   件   処   分   書 

起案   年  月  日   
決裁   年  月  日   

担当次長 課 長 課              員 

   

 次の拾得物件について、処分をしてよろしいか。 処分書番号  
受理番号  受理年月日     年  月  日 

物

 

 

件 

種   類 特徴等（形状・模様・品質等） 

  

拾得年月日     年  月  日 
拾 得 場 所  

拾 得 者 の 

住所・氏名等 

住所又は所在地 

 

氏名又は名称        電話番号その他の連絡先 

処

分

理

由 

□ 当該物件が滅失し、又は毀損するおそれがある（法第９条第１項関係） 

□ 当該物件の保管に過大な費用又は手数を要する（法第９条第１項関係） 

□ 当該物件が政令で定める物に該当する（法第９条第２項関係） 

  □ 売却につき買受人がない（法第10条第１号関係） 
  □ 売却による代金の見込額が売却に要する費用の額に満たないと認めら

れる（法第10条第２号関係） 
  □ 法第35条の所有権を取得することができない物件に該当する（法第10

条第３号関係） 
  □ その他売却することができない（法第10条第３号関係） 
    （具体的理由                        ） 

処分年月日     年  月  日 
処 分 場 所  
処 分 方 法  
階級等・氏名  

検

 

印 

担当次長 課 長 課              員 

   

備

 

考 
 

 備考 処分理由欄は、該当する□内にレ印を記入すること。 



 

 

 

第14号様式（第22条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

遺 失 物 件 確 認 通 知 書                

 

年  月  日   

（受理番号第    号）  

 

         様 

 

神奈川県   警察署長   

 

  あなたのものと思われる物件 
 
が拾得され、現在 
 （返還手続を行う場所） 
 （連絡先） 
において保管していますので、上記（連絡先）まで連絡の上、確認に来てください。 

      年  月  日までに遺失者が判明しない場合は、遺失者は、この物件の所

有権を失うこととなります。 

  この物件があなたのものであると確認ができ、あなたがその返還を受ける場合は、遺

失物法の定めにより、あなたには、この物件の交付、提出又は保管に費用を要した者が

あるときは当該費用を償還する義務があり、また、拾得者に物件の価格の５％から20％

（施設内で拾得された物件については、拾得者と施設占有者にそれぞれこの２分の１）

に相当する額の報労金を支払う義務がありますので、これらを履行してください。これ

らの義務を履行するために拾得者等の住所、氏名等の告知を求める場合は、御連絡をく

ださい（ただし、遺失物法の定めにより、拾得者等の同意がなければ、その住所、氏名

等を遺失者に教えることはできないこととなっていますので、あらかじめ御承知くださ

い。）。 

  なお、返還を受けるときは、あなたの氏名等を証明できる書面を提示していただくな

ど、あなたが遺失者であることを確認させていただくこととなります。 

  御不明な点は、お問い合わせください。 

                                         

様   

―お 知 ら せ― 

◆ 取扱時間 午前８時30分から午後５時15分まで 

       なお、土曜日、日曜日、祝日、振替休日

及び年末年始の休日（12月29日から１月３

日まで）は、取り扱っておりません。 

                        取扱警察署 

                         〒 

 

                         神奈川県   警察署会計課 

                         電話 



 

 

 

第15号様式（第23条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 
受      領      書 

 

受理番号   

物
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
件 

現

金                円 

物
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
品 

種   類 特徴等（形状・模様・品質等） 点数 

   

 合計  点 

 上記の物件を受領しました。 

 

      年  月  日 

 

 神奈川県   警察署長 殿 

 

住所又は所在地               

 

氏名又は名称             ○印   

 

電話番号その他の連絡先           

備
 
 
 
考 

 

 備考 受領者は、氏名を記載し、及び押印することに代えて、署名することができます。 



 

 

 

第16号様式（第23条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

報 労 金 等 支 払 関 係 通 知 書                

 

年  月  日   

（受理番号第   号）   

 

         様 

 

神奈川県   警察署長   

 

  あなたには、この物件の交付、提出又は保管に費用を要した者があるときは、当該費

用を償還する義務があり、また、拾得者に物件の価格の５％から20％（施設内で拾得さ

れた物件については、拾得者と施設占有者にそれぞれこの２分の１）に相当する額の報

労金を支払う義務がありますので、これらを履行してください。 

記 

 １ 拾得者等 

  (１) 拾得者 

      住 所 

      氏 名 

      連絡先 

  (２) 施設占有者 

      住 所 

      氏 名 

      連絡先 

 ２ 報労金の内容 

   報労金は、物品（菓子折・金券等）でも構いませんので、拾得者等と話し合ってく

ださい。 

 

 

 

 

 

取扱警察署            

〒               

 

神奈川県   警察署会計課   

電話              



 

 

 

第17号様式（第23条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

拾 得 者 通 知 書                

 

 

年  月  日   

（受理番号第   号）   

 

 

         様 

 

神奈川県   警察署長   

 

  あなたが遺失した物件を届けてくれたのは、次の拾得者等です。 

記 

 拾得者等 

  (１) 拾得者 

      住 所 

      氏 名 

      連絡先 

  (２) 施設占有者 

      住 所 

      氏 名 

      連絡先 

 

 

 

 

取扱警察署            

〒               

 

神奈川県   警察署会計課   

電話              



 

 

 

第18号様式（第23条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

拾 得 物 件 返 還 通 知 書                

 

年  月  日   

（受理番号第   号）   

 

         様 

 

神奈川県   警察署長   

 

      年  月  日にあなたから提出（交付）のあった拾得物件       

                                       

の遺失者が判明しましたので、  年  月  日、これを遺失者に返還しました。 

  あなたには、遺失物法の定めにより、この物件の交付、提出又は保管に要した費用が

ある場合にはその費用を、また、物件の価格の５％から20％（施設内で拾得をした物件

については、その２分の１）に相当する額の報労金を遺失者に請求する権利があります。 

  なお、物件が遺失者に返還された後１か月を経過したときは、請求することができま

せんので御注意ください。 

  また、遺失物法の定めにより、あなたの住所、氏名等を遺失者に教えることについて

あなたの同意がなければ、あなたの住所、氏名等を遺失者に教えることはできず、遺失

者の住所、氏名等もあなたに教えることはできませんので、あなたの住所、氏名等を遺

失者に教えてよいか御連絡をください（既に拾得物件を提出した際に同意をされている

場合を除きます。）。 

 

  遺失者 

   住所 

   氏名 

   連絡先 

                                         

              様 

―お 知 ら せ     ― 

◆ 取扱時間 午前８時30分から午後５時15分まで 

       なお、土曜日、日曜日、祝日、振替休日

及び年末年始の休日（12月29日から１月３

日まで）は、取り扱っておりません。 

取扱警察署            

〒               

 

神奈川県   警察署会計課   

電話              



 

 

 

第19号様式（第23条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

遺 失 物 件 保 管 通 知 書                

 

 

年  月  日   

（受理番号第   号）   

 

 

         様 

 

 

神奈川県   警察署長   

 

 

  あなたは、返還に係る手続に訪れることができないと認められますので、拾得物とし

て保管している物件                              

                                       

                                       

を送付により返還いたします。 

  同封した物件送付依頼書及び受領書に必要事項を記載の上、あなたの住所、氏名等を

確認できる書類（身分証明書、運転免許証等の写し）と共に次の取扱警察署まで送付し

てください。 

 

 

 

                                         

              様 

―お 知 ら せ     ― 

◆ 取扱時間 午前８時30分から午後５時15分まで 

       なお、土曜日、日曜日、祝日、振替休日

及び年末年始の休日（12月29日から１月３

日まで）は、取り扱っておりません。 

取扱警察署            

〒               

 

神奈川県   警察署会計課   

電話              



 

 

 

第20号様式（第23条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

物 件 送 付 依 頼 書                

 

    年  月  日   

（受理番号 第   号）   

 

 

   神奈川県   警察署長 殿 

 

 

住所又は所在地                      

                             

氏名又は名称                       

                         ○印    

電話番号その他の連絡先                  

                             

 

  警察署を訪問することが困難であることから、次の方法により物件を送付してくださ

い。 

  なお、物件の送付に係る一切の行為を神奈川県     警察署長に委任し、本件送

付途中において事故が発生しても異議申立てはいたしません。 

 

 １ 送付先 

   住所又は所在地（〒  ―    ） 

                                        

   氏名又は名称 

                                  

   電話番号その他の連絡先 

                                  

 ２ 送付方法 

  (１) 現金 

   ア 現金書留 

   イ 銀行振込 

     銀 行 名               銀行         支店 

     預金種別  普通・当座 

     口座番号               口座名義人           

   ウ そ の 他                                   

  (２) 物品 

   ア 宅 配 便     

   イ そ の 他                                   

 ３ 送付料金の支払方法 

  (１) 送料等として（現金・切手）を       円（分）送付します。 

  (２) 保管現金から送料等を差し引いてください。 

  (３) そ の 他                                   

 

 備考 依頼者は、氏名を記載し、及び押印することに代えて、署名することができます。 



 

 

 

第21号様式（第24条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

所 有 権 取 得 通 知 書                

 

 

年  月  日   

（受理番号第   号）   

 

         様 

 

神奈川県   警察署長   

 

      年  月  日にあなたから提出（交付）のあった拾得物件       

                                       

の遺失者が判明しなかったため、あなたがこの物件の所有権を取得しましたので、次の

場所まで受け取りに来てください（   年  月  日までに受け取らないときは、

この物件の所有権を失いますので御注意ください。）。 

  なお、あなたには、この物件の交付、提出又は保管について費用を要した者が他にあ

る場合には、遺失物法の定めにより、これを償還する義務があります。 

  御不明な点は、お問い合わせください。 

 

  （引渡し手続を行う場所） 

 

  （連絡先） 

 

 

 

 

 

                                         

              様 

―お 知 ら せ     ― 

◆ 取扱時間 午前８時30分から午後５時15分まで 

       なお、土曜日、日曜日、祝日、振替休日

及び年末年始の休日（12月29日から１月３

日まで）は、取り扱っておりません。 

取扱警察署            

〒               

 

神奈川県   警察署会計課   

電話              



 

 

 

第22号様式（第24条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

費 用 請 求 権 通 知 書                

 

 

年  月  日   

（受理番号第   号）   

 

 

         様 

 

 

神奈川県   警察署長   

 

 

      年  月  日にあなたから提出（交付）のあった拾得物件       

                                       

は、遺失者に返還できませんでした。あなたには、遺失物法の定めにより、あなたがこ

の物件の提出、交付又は保管に費用を要した場合には、この物件を受け取る者（あなた

が物件を交付した施設占有者・あなたに物件を交付した拾得者）にこれを請求する権利

がありますので通知します。 

  御不明な点は、お問い合わせください。 

 

 

 

 

  （連絡先） 

 

 

                                         

              様 

―お 知 ら せ     ― 

◆ 取扱時間 午前８時30分から午後５時15分まで 

       なお、土曜日、日曜日、祝日、振替休日

及び年末年始の休日（12月29日から１月３

日まで）は、取り扱っておりません。 

取扱警察署            

〒               

 

神奈川県   警察署会計課   

電話              



 

 

 

第23号様式（第25条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

拾 得 物 件 保 管 通 知 書                

 

 

年  月  日   

（受理番号第   号）   

 

 

         様 

 

 

神奈川県   警察署長   

 

 

  あなたは、引渡しに係る手続に訪れることが困難であると認められますので、   

年  月  日をもって、あなたのものになりました物件             

                                       

を送付により引き渡します。 

  同封した物件送付依頼書及び受領書に必要事項を記載の上、あなたの住所、氏名等を

確認できる書類（身分証明書、運転免許証等の写し）と共に次の取扱警察署まで送付し

てください。 

  なお、お届けの際に交付された「拾得物件預り書」の受領確認欄に住所又は所在地及

び氏名又は名称を記載し、並びに署名し、又は押印することにより上記受領書に代える

ことができます。 

 

                                         

              様 

―お 知 ら せ     ― 

◆ 取扱時間 午前８時30分から午後５時15分まで 

       なお、土曜日、日曜日、祝日、振替休日

及び年末年始の休日（12月29日から１月３

日まで）は、取り扱っておりません。 

取扱警察署            

〒               

 

神奈川県   警察署会計課   

電話              



 

 

 

第24号様式（第28条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保 管 金 県 帰 属 調 書                

年  月  日現在   
受理年月日 受理番号 帰属した理由 帰属年月日 金  額 備  考 
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        

計   

        年  月  日 

神奈川県   警察署長 □印    



 

 

 

第25号様式（第28条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保 管 物 品 県 帰 属 調 書                

年  月  日現在   
受理年月日 受理番号 帰属した理由 帰属年月日 物 品 名 点数 予定価格 売却見積価格 備  考 
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           

計     

        年  月  日 

神奈川県   警察署長 □印    



 

 

 

第26号様式（第30条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

個 人 情 報 関 連 物 件 廃 棄 調 書                

年  月  日現在   
受理年月日 受理番号 廃棄理由 期満失効日 物 品 名 点数 備   考 
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         
         

計   

        年  月  日 

神奈川県   警察署長 □印    



第27号様式（第31条関係）（第１面）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

再 交 付 預 り 書 

 
注 この預り書は、あなたが上記の物件について所有権を取得し、その物件を受け取る場合、受領確認欄に住所若しくは所在地

を記載し、並びに氏名若しくは名称を記載し及び押印し、又は署名して警察署長に提出することにより受領書に代えることと

なるものですから、大切に保管してください。 



 

 

 

第28号様式（第33条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

埋 蔵 物 提 出 書                

物  件  の  名  称 （ 種  別 ） 数   量 

  

発見者の住所、職業、 

 

氏 名 、 生 年 月 日 

 

発見した土地又は家屋等の 

 

所有者の住所、職業、 

 

氏 名 及 び 生 年 月 日 

 

発 見 の 年 月 日 時 
 

発 見 の 場 所 
 

発 見 の 原 因 
 

発見した土地又は家屋等の 

 

所有権を取得した年月日 

 

備          考 
文化財として認定された場合は、 

 

    年  月  日に期日満了となります。 

  上記物件は、埋蔵文化財と認められますので、文化財保護法第101条の規定に基づき

現品を添えて提出します。 

        年  月  日 

 

   教育委員会 殿 

 

神奈川県   警察署長 □印    



 

 

 

第29号様式（第34条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４横長型） 

 

保 管 金 ・ 保 管 物 品 出 納 簿 

（   年 月分）   

日 受理番号 
摘     要 品   名 受入 払出 保管物品残数 小切手

番号 受入 払出 保管金残高 （内 訳） 
年度  枝番  （一時払出中） 総額 （一時払出中） 記念貨幣等 預託対象現金 預 金 

                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  

 



 

 

 

第30号様式（第34条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４横長型） 

 

確認者 
 

                保 管 金 ・ 保 管 物 品 日 計 表 

（   年  月  日）  
 
番号 受理番号 

区   分 品   名 受入 払出 保管物品残数 小切手

番号 受入 払出 保管金残高 （内 訳） 
年度  枝番  （一時払出中）  （一時払出中） 記念貨幣等 預託対象現金 預 金 

前 日 繰 越              
              
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  
                  

日 計 
             

現金払出 小切手払出 

翌 日 繰 越            

 



 

 

 

第31号様式（第35条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４横長型） 

 

小 切 手 支 払 未 済 額 調 書                      

年  月  日   
受理年月日 受 理 番 号 小切手振出年月日 小切手番号 金    額 受   取   人 備   考 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 



 

 

 

第32号様式（第36条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

 

保管金・保管物品出納計算書（   年度） 

 

自  年  月  日   

至  年  月  日   

 

 １ 保管金 

前 年 度 末 

繰 越 高 
本  年  度 本 年 度 末 残 高 

備  考 
受 入 高 払 出 高 現金保管高 預金現在高 計 

円 円 円 円 円 円  

 

 

 ２ 保管物品 

前 年 度 末 

繰 越 高 
本    年    度 本 年 度 末 

備    考 
受 入 高 払 出 高 残     高 

点 点 点 点  

 

  上記のとおり報告します。 

        年  月  日 

 

 

   神奈川県警察本部長 殿 

 

 

神奈川県   警察署長 □印    



第33号様式（第39条関係）（用紙 日本産業規格Ａ４縦長型） 

引    継    書 

１  現金及び預託現在高 

前 年 度 末 

繰 越 高 

引継時までの

受 入 高 

引継時までの

払 出 高 

引 継 時 の 

現金保管高 

引 継 時 の 

預金現在高 

引 継 時 の 

残 高 
備 考 

円 円 円 円 円 円  

備考 「引継時まで」とは、当該年度初日から    年  月  日までをいう。 

２  保管物品 

前 年 度 末 

繰 越 高 

引 継 時 ま で の 

受 入 高 

引 継 時 ま で の 

払 出 高 

引 継 時 の 

残 高 
備 考 

点 点 点 点  

備考 「引継時まで」とは、当該年度初日から    年  月  日までをいう。 

３  簿冊等 

当 座 小 切 手 帳 

未使用  冊    

使用中  小切手番号 

（No. 

枚 

～ No. 

 

） 

 

４    年 月 日から   年 月 日までの出納状況 

別添「   年 月 日～   年 月 日 保管金・保管物品日計表」のとおり 

上記のとおり引継ぎをしました。 

 年 月 日 

 

 

 神奈川県 警察署長 

 前任者 ㊞ 

 後任者 ㊞ 


